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会社の概要 株式の状況

大株主の状況

商号 株式会社アサツー ディ・ケイ
英文表記 ASATSU-DK INC.
略称 ADK
本店所在地 〒105-6312　

東京都港区虎ノ門一丁目23番1号
03-6830-3811（代表案内）

設立 昭和31年3月19日
資本金 375億8,136万6,100円
従業員数 1,903名（単体）
ウェブサイト http://www.adk.jp

発行可能株式総数 206,000,000株
発行済株式の総数 41,755,400株
株主総数 12,346名

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

ダブリューピーピー インターナショナル ホールディング ビーヴイ 10,331 24.74

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE SILCHESTER INTERNATIONAL 
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST 3,118 7.47

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス 
タックス エグゼンプテド ペンション ファンズ 1,852 4.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,237 2.96

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー） アカウント ノン トリーティー 1,100 2.64

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU UCITS CLIENTS 
NON LENDING 15 PCT TREATY ACCOUNT 1,068 2.56

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,048 2.51

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン エスエー エヌブイ 10 886 2.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三菱商事株式会社口） 765 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 626 1.50

代表取締役社長・グループCEO 植野　伸一
取締役 専務執行役員 中井　規之
取締役 執行役員 植村　好貴
取締役 執行役員・CFO 石渡　義崇
取締役 スチュアート・ニーシュ
社外取締役・取締役会議長 木戸　英晶
社外取締役・監査等委員会委員長 木下　俊男
社外取締役・監査等委員 吉成　昌之
社外取締役・監査等委員 首藤　惠　

（注）発行済株式の総数には自己株式（366,121株）を含んでおります。

所有者別株式分布状況

取締役 

個人・その他　11,910名（16.07%）
その他国内法人　169名（3.91%）

金融商品取引業者　32名（0.93%）

自己名義 1名（0.88%）金融機関　39名（16.33%）

外国人　195名（61.88%）

日本
● 株式会社協和企画（東京都港区）
● 株式会社ADKインターナショナル（東京都港区）
● 株式会社ADKデジタル・コミュニケーションズ
（東京都港区）
● 株式会社ADKアーツ（東京都港区）
● 株式会社ADKダイアログ（東京都港区）
● 株式会社アクシバル（東京都港区）
● 株式会社アブソルートワン（東京都港区）
● 株式会社ゴンゾ（東京都杉並区）
● 株式会社エイケン（東京都荒川区）
● 株式会社ライトソング音楽出版（東京都港区）
● 株式会社ディーライツ（東京都港区）
● 株式会社中国物語（東京都港区）
● 株式会社DAサーチ＆リンク（東京都中央区）
● 株式会社ドリル（東京都渋谷区）
● 株式会社エイエスピー（東京都新宿区）

● 株式会社プレミア・クロスバリュー
（東京都千代田区）
ヨーロッパ
● エイディケイインサイツ（アムステルダム）
● アサツードイツ（フランクフルト）
米国
● エイディケイアメリカ（ニューヨーク）
● サンライツ（ニューヨーク）
アジア
● アサツー ディ・ケイホンコン（香港）
● ディケイアドバタイジング（香港）
● 旭通世紀（上海） 広告有限公司（上海）
● 上海旭通広告有限公司（上海）
● 旭通（上海） 展覧広告有限公司（上海）
● 北京IMMG国際文化伝媒有限公司（北京）
● 聯旭國際股 有限公司（台北）
● 太一廣告股 有限公司（台北）

● アサツー ディ・ケイシンガポール（シンガポール）
● スクープアドワールド（シンガポール）
● IMMGシンガポール（シンガポール）
● IMMGインドネシア（ジャカルタ）
● エイディケイタイホールディング（バンコク）
● アサツータイランド（バンコク）
● アズディック（バンコク）
● ダイイチキカクタイランド（バンコク）
● アサツー ディ・ケイマレーシア（クアラルンプール）
● ダイイチキカクマレーシア（クアラルンプール）
● アサツー ディ・ケイベトナム（ホーチミン）
● ディアイケイベトナム（ホーチミン）
● アサツー ディ・ケイコリア（ソウル）
● 広東広旭整合营销传播有限公司（広州）
● 北京東方三盟公共関係顧問有限公司（北京）
● 奥旭（上海）市場営鎖服務有限公司（上海）

連結対象会社の状況 ● 連結子会社　● 持分法適用会社　（注） 連結対象会社の内訳は、連結子会社が37社であり、持分法適用会社が7社であります。

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

定時株主総会 毎年3月

1単元の株式数 100株

剰余金配当の基準日 毎年6月30日および毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主総会の基準日 毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主名簿管理人 東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
東京証券代行株式会社
なお、お取次は三井住友信託銀行株式会社全国本支店（コンサル
ティングオフィス・コンサルプラザを除く。）にて行っております。

同連絡先 〒168-8522 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
東京証券代行株式会社　事務センター　 0120-49-7009

公告方法 電子公告（http://www.adk.jp）
ただし、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲
載して行います。

株式に関する
手続きのご案内

①ご住所等、各種株主様情報の変更に関する届出
②配当金の受取方法のご指定
③単元未満株式の買取・買増請求
①～③のお手続きに関しましては、当社株式を証券会社に開設さ
れた口座にてご保有の株主様は、当該証券会社へお問い合わせく
ださい。なお、証券会社に当社株式についての口座がないため特
別口座が開設された株主様は、左記株主名簿管理人へお問い合わ
せください。

④未払い配当金のお支払
④のお手続きに関しましては、左記株主名簿管理人へお問い合わ
せください。

株主メモ

　創立60周年を記念し、当社社員が広告会社ならではのスキルを活かし、社会の「課題」や日常生活の中の「悩み」に対するアイデアやソリュー

ションを提供するプロボノ企画「ブレーンタル」を期間限定で開始いたしました。ウェブサイトを通じて「課題」や「悩み」を募集し、当社の「ブ

レーン」がお役に立てると判断した支援先５件を選出。その後、8名前後のプロジェクトメンバーが依頼主の方とのディスカッションを経て企画

を練りあげ、今年3月より順次、実施しております。その一部をご紹介します。

　銭湯で地域コミュニティの活性化を目指すプロジェ
クト。上野・稲荷町にある銭湯・日の出湯を地域の新
たな学びの場として捉え、お風呂の中で授業を行う
新発想のイベント『はだかの学校』を3月27日に開校。
「誰でも先生、誰でも生徒」を合言葉に、地域住民を
中心に、老若男女を問わず広く参加できる場をつくり
ました。授業内容は落語や囲碁など地域文化や銭湯
にゆかりのあるもので、地域の活性化につながること
を目指します。

　国立成育医療研究センターの「次世代を守り、未
来をつなぐ」医療を支援するプロジェクト。高校卒業
を機に使わなくなってしまう学校指定のコートや制
服、バッグ、参考書など学用品を寄贈いただき、専
属の事業者によって換金されたお金を国立成育医療
研究センターへ寄付するシステムを構築しました。高
校卒業を「こどもから大人になる」人生の分岐点と考
え、これからの社会を担う次世代ができることの可能
性を提示すると同時に、社会参加への第一歩につな
げる施策です。

　カンボジアの最貧困地域の女性たちの自立につな
がるシルクストールのブランド「メコンブルー」の認
知拡大と販売促進を目指すプロジェクト。新社会人
が初任給をもらうことで「親からの自立」を実感する
というインサイトに着目し、初任給ギフト向けの特別
パッケージ『子育て卒業証書』を開発しました。「収
入を得て自立する」というカンボジアの女性と新社会
人に共通する価値を見出し、世の中に拡めるための
アイデアを開発した企画。

　東日本大震災復興支援として、震災直後から現地の様子を撮影し続けている佐藤信一さんの写

真集『南三陸からvol.5 　2011.3.11～2017.3.3』を刊行しました。

　Vol.5は、「震災から6年を経て、変わる街並みと変わらぬ思い」をメッセージに、震災当日から、

津波で大きな被害を受けた「南三陸さんさん商店街」が仮設での営業期間を経て新たにオープンし

た日までの街と人 の々変化をお伝えする総集編です。

　写真集1冊につき300円が南三陸町復興のための寄付となります。本シリーズのVol.１から４ま

での販売による、現在までの寄付金額は10,600,000円となっております。（2017年3月末日時点）

ADKのCSRの取り組み

ADK  60周年記念CSR/CSVプロジェクト

社会の課題を解決する
「ブレーンタル」プロジェクト続々始動

銭湯で地域コミュニティを活性化
はだかの学校

次世代を守る医療を支援
卒業寄付＃グラドネ

初任給でカンボジア女性の自立支援
子育て卒業証書

東日本大震災復興支援

写真集「南三陸から」、記念すべきVol.5発行

はだかの学校
http://www.sento-manabi.com/

卒業寄付
http://www.ncchd.go.jp/donation/graduate.html

CASE1
上野・日の出湯

CASE2
国立成育医療研究センター

CASE3
NPO法人ポレポレ

子育て卒業証書
http://www.mekongblue.jp/project/

ADKのIRサイトでは過去の決算情報、IRカレンダー、本冊子のPDF版など多様なコンテンツを掲載し
ております。また、メール配信サービスにご登録いただくことで最新のIRニュースを配信いたします。 ADK IR www.adk.jp/ir/GO

ADK News Digest
ADKニュースダイジェスト
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第63期 中間報告書 
平成29年1月1日～平成29年6月30日

　2016年クリエイター・オブ・ザ・イヤー賞のメダリストに、

三井明子と渋谷三紀の2名の女性クリエイターが選ばれまし

た。一般社団法人 日本広告業協会（JAAA）主催による

2016年クリエイター･オブ･ザ･イヤー賞は、同協会会員社

の中で2016年に最も優れたクリエイティブワークを行ったク

リエイター個人を表彰するものです。

　今回メダリストとなりました三井明子は、「宝島社」のベッ

キーを起用した企業広告「あたらしい服を、さがそう。」などの、

渋谷三紀は、国内外で多数受賞しました「早稲田アカデミー」

のブランドムービー・シリーズなどの制作を手掛けました。

　JAAA主催による第46回「懸賞論文」の「私の

言いたいこと＜一般部門＞」において、当社社員で

ある山本洋平の「HMOT時代に立ち向かう」と鵜

川将成の「ダブルスクリーン時代のコンテの1コマ目」

の2作品が入選しました。

　同賞は、協会会員社内における実務に根ざした主

張や提言を広告業界に反映させるという趣旨で昭和

46年に第1回の募集が開始され、今年度で46回を

数えます。

2016年クリエイター･オブ･ザ･イヤー賞でADKの女性クリエイター2名がメダリストを受賞

JAAA主催
第46回「懸賞論文」で2作品が入選

　平成29年春の叙勲において、当社の元代表取締役社長である長沼孝一郎氏

が『旭日中綬章』を受章しました。『旭日中綬章』は、「経済社会の発展に対する

寄与が特に大きい企業において経営の最高責任

者として顕著な功績を挙げたもの」に贈られます。

長沼氏は、当社の代表取締役社長として約８年半

にわたり、会社業績の拡大に尽力し、日本広告業

協会の副理事長として就任以降、運営委員会委

員長や財務委員会委員長として、同協会運営を通

じて広告業界の発展に尽くしてきました。こうした

功績が評価されての受章となりました。

当社元代表取締役社長の長沼孝一郎氏が
平成29年春の叙勲において『旭日中綬章』を受章

三井明子 渋谷三紀
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第63期第２四半期の営業状況について

第63期第2四半期は、企業収益や消費に見られる国内経済の

改善傾向を背景に、広告業界も概ね堅調に推移しました。その中

で当社は、収益管理体制の強化を継続することで売上総利益率を

改善し、グループ全体の構造改革、グループ内製化の推進に注力

しました。結果として連結業績は、収益性の改善ならびに制作子

会社やデジタル子会社が堅調に推移したものの、マーケティング・

プロモーション、制作案件などの減少や販管費の増加、広告子会

社やコンテンツ子会社の弱含みにより国内全体で減益となりまし

た。海外全体では、アジア子会社の堅調な推移に加え、構造改革

を通じた中国圏子会社および欧米子会社の営業黒字転換により増

収増益となりました。

構造改革の進捗とコンテンツビジネスについて

当社は、具体的に消費者を動かし、クライアントのビジネス成

果に貢献する「コンシューマー・アクティベーション・カンパニー

（※）」への転換を目指す「VISION 2020」を掲げ、成長に向け

た基盤構築や収益力改善のために構造改革を進めております。

当第2四半期においては、グループ全体で人材の再配置や事業

ポートフォリオの最適化に努めるなど、基盤構築・構造改革を継

続しました。具体的には、期初の組織再編を通じて効率化・グ

ループ内製化を推進し、専門領域や主要テーマに対する提案力

を高めることで、今まで以上にクライアントへ効果的なソリュー

ションを提供できる体制を構築しました。また、デジタル、デー

タ関連の子会社設立・業務提携を進め、デジタルソリューション

のための人材登用・育成、他社との連携を強化してまいります。

さらに、中国広告市場の環境変化に対応し、デジタル事業推進

に向け新たな体制・基盤の整備を開始しました。

コンテンツビジネスにおいては、主力タイトルが堅調に推移し、

従来のキャラクター・マーチャンダイジングに加え、複数タイトル

のゲーム化ロイヤリティなどを見込んでおります。ADK単体はも

ちろん、ディーライツやゴンゾが有する豊富なタイトルを有効活

用し、収益の底上げ・多様化を図ってまいります。

第63期（2017年度）の見通しについて

第63期（2017年度）の連結業績見通しは、中長期的な広告

市況が底堅く推移すると予想されることから、平成29年2月14

日公表の連結業績予想からの変更はなく、売上高3,547億円（前

期比0.6%増）、営業利益62億3千万円（同11.9%増）、経常 

利益92億5千万円（同6.5%増）、親会社株主に帰属する当期純利益

55億8千万円（同134.8%増）としています。引き続き、メディア環境

や消費者行動の変化をとらえたソリューションの開発・提供を推し進め、

競争力・収益性を向上させて一層の業績拡大を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、当社グループ事業の持続的な

成長にご期待いただき、今後とも一層のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

※  コンシューマー・アクティべーション(CA):消費者にメッセージを伝えるだけではなく、
「消費者をどう動かすか＝消費者(コンシューマー)をアクティべートする」ことをゴー
ルに置く、統合型コミュニケーションの進化形。

基盤構築と構造改革を
継続しながら
クライアントに
最適なソリューションを
提供してまいります。

代表取締役社長・グループCEO

To Our Shareholders｜株主の皆様へ Financial Highlights｜決算ハイライト

3ヵ年業績推移 資産関連増減ポイント

連結決算の概況

決算期
第61期 第62期 第63期

第2四半期 通期 第2四半期 通期 第2四半期 通期（計画）

経営成績（百万円）

売上高 175,108 351,956 174,092 352,671 172,023 354,700

売上総利益 24,496 48,824 25,672 51,182 26,359 ̶

営業利益 2,936 4,901 3,857 5,569 3,710 6,230

営業利益率（%） 1.7 1.4 2.2 1.6 2.2 ̶

経常利益 5,157 8,590 5,555 8,688 5,803 9,250

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 3,155 5,362 1,010 2,376 4,296 5,580

総資産 228,313 235,205 193,059 227,260 210,034 ̶

純資産 123,607 125,488 99,957 113,225 108,033 ̶

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,864 10,192 6,011 11,637 1,985 ̶

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,046 5,046 828 △4,475 570 ̶

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,347 △23,803 △11,152 △11,912 △5,239 ̶

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 22,609 25,924 20,318 21,027 18,501 ̶

財務指標（%）

自己資本当期純利益率（ROE） ̶ 4.2 ̶ 2.0 ̶ ̶

自己資本比率 53.6 52.7 51.1 49.1 50.8 ̶

1株当たりデータ（円）

1株当たり四半期（当期）純利益（EPS） 75.34 127.72 24.22 56.96 103.77 134.79

1株当たり純資産額（BPS） 2,906.44 2,947.40 2,363.28 2,674.92 2,577.86 ̶

1株当たり配当金 （中間）10.00 （期末）238.00 （中間）10.00 （期末）90.00 （中間）10.00 ̶
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経常利益 （百万円） 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
 （百万円）

自己資本比率 （%）売上高 （百万円） 売上総利益 （百万円） 営業利益 （百万円）

株主還元方針
当社は、原則として１株当たり年間配当額の下限を20円として配当の長期安定性を図りながらも、
自己株式取得を含む年間総還元性向の目安を親会社株主に帰属する当期純利益の50％として年
間配当を実施することを方針としております。中間基準日配当は安定的に10円を原則とし、期末
基準日配当は下限の10円または年間総還元性向50％の目安を達成する金額のいずれか高い額
としております。 第63期

（第2四半期）

10
第62期第59期 第60期 第61期

131

10

561

10

238

90
10 10

141

571

248

100

（円）

資産合計 主に売上債権回収に伴う受取手形及び売掛金の減少、および時価下落に伴う投資有価証券の減少などにより、前期末に比べ

172億25百万円減少の2,100億34百万円となりました。

負債合計 主に支払手形及び買掛金の減少などにより、前期末に比べ120億33百万円減少の1,020億１百万円となりました。

純資産合計 1,080億33百万円となり、非支配株主持分および新株予約権を除いた自己資本比率は50.8％となりました。

第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期

中間配当金
期末配当金

第2四半期　 通期

通期連結業績の見込み

売上高

354,700百万円 （0.6%増）

経常利益

9,250百万円 （6.5%増）

営業利益

6,230百万円 （11.9%増）

親会社株主に帰属する当期純利益

5,580百万円（134.8%増）

1株当たり当期純利益

134.79円

区分別売上高構成比（単体）

（注）1. 広告市場の成熟化やメディア環境の多角化に伴い、当社は広告主に統合的ソリューションを提供しており、区分別
の売上高を厳密に分別することが困難な場合があります。従って、上記の区分別売上高は、 厳密に各区分の売上高
を反映していないことがあります。

2. コンテンツには、アニメコンテンツ、文化スポーツマーケティングなどが含まれます。
3. デジタルメディアには、インターネット、モバイル関連メディアなどが含まれます。
（WEBサイト制作・システム開発などデジタルソリューションは「マーケティング・プロモーション」に含まれます） 

4. OOH（アウト・オブ・ホーム）メディアには、交通広告、屋外広告、折込広告などが含まれます。  
5. マーケティング・プロモーションには、マーケティング、コミュニケーション・プランニング、プロモーション、 
イベント、PR、博覧会事業、デジタルソリューションなどが含まれます。 

雑誌広告 3.5%

その他 0.8%

 制作 11.1%

新聞広告 6.2%
 マーケティング・
 プロモーション 15.7%

テレビ広告 50.0%

うち、タイム 17.9%

うち、スポット 26.4%

うち、コンテンツ 5.8%

 OOHメディア広告 3.6%

 ラジオ広告 1.0%

 デジタルメディア広告 8.1%

売上高合計
154,615百万円

010_0018701602909.indd   1-3 2017/08/29   19:08:13
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会社の概要 株式の状況

大株主の状況

商号 株式会社アサツー ディ・ケイ
英文表記 ASATSU-DK INC.
略称 ADK
本店所在地 〒105-6312　

東京都港区虎ノ門一丁目23番1号
03-6830-3811（代表案内）

設立 昭和31年3月19日
資本金 375億8,136万6,100円
従業員数 1,903名（単体）
ウェブサイト http://www.adk.jp

発行可能株式総数 206,000,000株
発行済株式の総数 41,755,400株
株主総数 12,346名

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

ダブリューピーピー インターナショナル ホールディング ビーヴイ 10,331 24.74

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE SILCHESTER INTERNATIONAL 
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST 3,118 7.47

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス 
タックス エグゼンプテド ペンション ファンズ 1,852 4.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,237 2.96

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー） アカウント ノン トリーティー 1,100 2.64

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU UCITS CLIENTS 
NON LENDING 15 PCT TREATY ACCOUNT 1,068 2.56

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,048 2.51

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン エスエー エヌブイ 10 886 2.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三菱商事株式会社口） 765 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 626 1.50

代表取締役社長・グループCEO 植野　伸一
取締役 専務執行役員 中井　規之
取締役 執行役員 植村　好貴
取締役 執行役員・CFO 石渡　義崇
取締役 スチュアート・ニーシュ
社外取締役・取締役会議長 木戸　英晶
社外取締役・監査等委員会委員長 木下　俊男
社外取締役・監査等委員 吉成　昌之
社外取締役・監査等委員 首藤　惠　

（注）発行済株式の総数には自己株式（366,121株）を含んでおります。

所有者別株式分布状況

取締役 

個人・その他　11,910名（16.07%）
その他国内法人　169名（3.91%）

金融商品取引業者　32名（0.93%）

自己名義 1名（0.88%）金融機関　39名（16.33%）

外国人　195名（61.88%）

日本
● 株式会社協和企画（東京都港区）
● 株式会社ADKインターナショナル（東京都港区）
● 株式会社ADKデジタル・コミュニケーションズ
（東京都港区）
● 株式会社ADKアーツ（東京都港区）
● 株式会社ADKダイアログ（東京都港区）
● 株式会社アクシバル（東京都港区）
● 株式会社アブソルートワン（東京都港区）
● 株式会社ゴンゾ（東京都杉並区）
● 株式会社エイケン（東京都荒川区）
● 株式会社ライトソング音楽出版（東京都港区）
● 株式会社ディーライツ（東京都港区）
● 株式会社中国物語（東京都港区）
● 株式会社DAサーチ＆リンク（東京都中央区）
● 株式会社ドリル（東京都渋谷区）
● 株式会社エイエスピー（東京都新宿区）

● 株式会社プレミア・クロスバリュー
（東京都千代田区）
ヨーロッパ
● エイディケイインサイツ（アムステルダム）
● アサツードイツ（フランクフルト）
米国
● エイディケイアメリカ（ニューヨーク）
● サンライツ（ニューヨーク）
アジア
● アサツー ディ・ケイホンコン（香港）
● ディケイアドバタイジング（香港）
● 旭通世紀（上海） 広告有限公司（上海）
● 上海旭通広告有限公司（上海）
● 旭通（上海） 展覧広告有限公司（上海）
● 北京IMMG国際文化伝媒有限公司（北京）
● 聯旭國際股 有限公司（台北）
● 太一廣告股 有限公司（台北）

● アサツー ディ・ケイシンガポール（シンガポール）
● スクープアドワールド（シンガポール）
● IMMGシンガポール（シンガポール）
● IMMGインドネシア（ジャカルタ）
● エイディケイタイホールディング（バンコク）
● アサツータイランド（バンコク）
● アズディック（バンコク）
● ダイイチキカクタイランド（バンコク）
● アサツー ディ・ケイマレーシア（クアラルンプール）
● ダイイチキカクマレーシア（クアラルンプール）
● アサツー ディ・ケイベトナム（ホーチミン）
● ディアイケイベトナム（ホーチミン）
● アサツー ディ・ケイコリア（ソウル）
● 広東広旭整合营销传播有限公司（広州）
● 北京東方三盟公共関係顧問有限公司（北京）
● 奥旭（上海）市場営鎖服務有限公司（上海）

連結対象会社の状況 ● 連結子会社　● 持分法適用会社　（注） 連結対象会社の内訳は、連結子会社が37社であり、持分法適用会社が7社であります。

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

定時株主総会 毎年3月

1単元の株式数 100株

剰余金配当の基準日 毎年6月30日および毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主総会の基準日 毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主名簿管理人 東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
東京証券代行株式会社
なお、お取次は三井住友信託銀行株式会社全国本支店（コンサル
ティングオフィス・コンサルプラザを除く。）にて行っております。

同連絡先 〒168-8522 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
東京証券代行株式会社　事務センター　 0120-49-7009

公告方法 電子公告（http://www.adk.jp）
ただし、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲
載して行います。

株式に関する
手続きのご案内

①ご住所等、各種株主様情報の変更に関する届出
②配当金の受取方法のご指定
③単元未満株式の買取・買増請求
①～③のお手続きに関しましては、当社株式を証券会社に開設さ
れた口座にてご保有の株主様は、当該証券会社へお問い合わせく
ださい。なお、証券会社に当社株式についての口座がないため特
別口座が開設された株主様は、左記株主名簿管理人へお問い合わ
せください。

④未払い配当金のお支払
④のお手続きに関しましては、左記株主名簿管理人へお問い合わ
せください。

株主メモ

　創立60周年を記念し、当社社員が広告会社ならではのスキルを活かし、社会の「課題」や日常生活の中の「悩み」に対するアイデアやソリュー

ションを提供するプロボノ企画「ブレーンタル」を期間限定で開始いたしました。ウェブサイトを通じて「課題」や「悩み」を募集し、当社の「ブ

レーン」がお役に立てると判断した支援先５件を選出。その後、8名前後のプロジェクトメンバーが依頼主の方とのディスカッションを経て企画

を練りあげ、今年3月より順次、実施しております。その一部をご紹介します。

　銭湯で地域コミュニティの活性化を目指すプロジェ
クト。上野・稲荷町にある銭湯・日の出湯を地域の新
たな学びの場として捉え、お風呂の中で授業を行う
新発想のイベント『はだかの学校』を3月27日に開校。
「誰でも先生、誰でも生徒」を合言葉に、地域住民を
中心に、老若男女を問わず広く参加できる場をつくり
ました。授業内容は落語や囲碁など地域文化や銭湯
にゆかりのあるもので、地域の活性化につながること
を目指します。

　国立成育医療研究センターの「次世代を守り、未
来をつなぐ」医療を支援するプロジェクト。高校卒業
を機に使わなくなってしまう学校指定のコートや制
服、バッグ、参考書など学用品を寄贈いただき、専
属の事業者によって換金されたお金を国立成育医療
研究センターへ寄付するシステムを構築しました。高
校卒業を「こどもから大人になる」人生の分岐点と考
え、これからの社会を担う次世代ができることの可能
性を提示すると同時に、社会参加への第一歩につな
げる施策です。

　カンボジアの最貧困地域の女性たちの自立につな
がるシルクストールのブランド「メコンブルー」の認
知拡大と販売促進を目指すプロジェクト。新社会人
が初任給をもらうことで「親からの自立」を実感する
というインサイトに着目し、初任給ギフト向けの特別
パッケージ『子育て卒業証書』を開発しました。「収
入を得て自立する」というカンボジアの女性と新社会
人に共通する価値を見出し、世の中に拡めるための
アイデアを開発した企画。

　東日本大震災復興支援として、震災直後から現地の様子を撮影し続けている佐藤信一さんの写

真集『南三陸からvol.5 　2011.3.11～2017.3.3』を刊行しました。

　Vol.5は、「震災から6年を経て、変わる街並みと変わらぬ思い」をメッセージに、震災当日から、

津波で大きな被害を受けた「南三陸さんさん商店街」が仮設での営業期間を経て新たにオープンし

た日までの街と人 の々変化をお伝えする総集編です。

　写真集1冊につき300円が南三陸町復興のための寄付となります。本シリーズのVol.１から４ま

での販売による、現在までの寄付金額は10,600,000円となっております。（2017年3月末日時点）

ADKのCSRの取り組み

ADK  60周年記念CSR/CSVプロジェクト

社会の課題を解決する
「ブレーンタル」プロジェクト続々始動

銭湯で地域コミュニティを活性化
はだかの学校

次世代を守る医療を支援
卒業寄付＃グラドネ

初任給でカンボジア女性の自立支援
子育て卒業証書

東日本大震災復興支援

写真集「南三陸から」、記念すべきVol.5発行

はだかの学校
http://www.sento-manabi.com/

卒業寄付
http://www.ncchd.go.jp/donation/graduate.html

CASE1
上野・日の出湯

CASE2
国立成育医療研究センター

CASE3
NPO法人ポレポレ

子育て卒業証書
http://www.mekongblue.jp/project/

ADKのIRサイトでは過去の決算情報、IRカレンダー、本冊子のPDF版など多様なコンテンツを掲載し
ております。また、メール配信サービスにご登録いただくことで最新のIRニュースを配信いたします。 ADK IR www.adk.jp/ir/GO
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　2016年クリエイター・オブ・ザ・イヤー賞のメダリストに、

三井明子と渋谷三紀の2名の女性クリエイターが選ばれまし

た。一般社団法人 日本広告業協会（JAAA）主催による

2016年クリエイター･オブ･ザ･イヤー賞は、同協会会員社

の中で2016年に最も優れたクリエイティブワークを行ったク

リエイター個人を表彰するものです。

　今回メダリストとなりました三井明子は、「宝島社」のベッ

キーを起用した企業広告「あたらしい服を、さがそう。」などの、

渋谷三紀は、国内外で多数受賞しました「早稲田アカデミー」

のブランドムービー・シリーズなどの制作を手掛けました。

　JAAA主催による第46回「懸賞論文」の「私の

言いたいこと＜一般部門＞」において、当社社員で

ある山本洋平の「HMOT時代に立ち向かう」と鵜

川将成の「ダブルスクリーン時代のコンテの1コマ目」

の2作品が入選しました。

　同賞は、協会会員社内における実務に根ざした主

張や提言を広告業界に反映させるという趣旨で昭和

46年に第1回の募集が開始され、今年度で46回を

数えます。

2016年クリエイター･オブ･ザ･イヤー賞でADKの女性クリエイター2名がメダリストを受賞

JAAA主催
第46回「懸賞論文」で2作品が入選

　平成29年春の叙勲において、当社の元代表取締役社長である長沼孝一郎氏

が『旭日中綬章』を受章しました。『旭日中綬章』は、「経済社会の発展に対する

寄与が特に大きい企業において経営の最高責任

者として顕著な功績を挙げたもの」に贈られます。

長沼氏は、当社の代表取締役社長として約８年半

にわたり、会社業績の拡大に尽力し、日本広告業

協会の副理事長として就任以降、運営委員会委

員長や財務委員会委員長として、同協会運営を通

じて広告業界の発展に尽くしてきました。こうした

功績が評価されての受章となりました。

当社元代表取締役社長の長沼孝一郎氏が
平成29年春の叙勲において『旭日中綬章』を受章

三井明子 渋谷三紀

この冊子は環境保全のため、
植物油インキとFSC®認証紙
を使用しています。
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第63期第２四半期の営業状況について

第63期第2四半期は、企業収益や消費に見られる国内経済の

改善傾向を背景に、広告業界も概ね堅調に推移しました。その中

で当社は、収益管理体制の強化を継続することで売上総利益率を

改善し、グループ全体の構造改革、グループ内製化の推進に注力

しました。結果として連結業績は、収益性の改善ならびに制作子

会社やデジタル子会社が堅調に推移したものの、マーケティング・

プロモーション、制作案件などの減少や販管費の増加、広告子会

社やコンテンツ子会社の弱含みにより国内全体で減益となりまし

た。海外全体では、アジア子会社の堅調な推移に加え、構造改革

を通じた中国圏子会社および欧米子会社の営業黒字転換により増

収増益となりました。

構造改革の進捗とコンテンツビジネスについて

当社は、具体的に消費者を動かし、クライアントのビジネス成

果に貢献する「コンシューマー・アクティベーション・カンパニー

（※）」への転換を目指す「VISION 2020」を掲げ、成長に向け

た基盤構築や収益力改善のために構造改革を進めております。

当第2四半期においては、グループ全体で人材の再配置や事業

ポートフォリオの最適化に努めるなど、基盤構築・構造改革を継

続しました。具体的には、期初の組織再編を通じて効率化・グ

ループ内製化を推進し、専門領域や主要テーマに対する提案力

を高めることで、今まで以上にクライアントへ効果的なソリュー

ションを提供できる体制を構築しました。また、デジタル、デー

タ関連の子会社設立・業務提携を進め、デジタルソリューション

のための人材登用・育成、他社との連携を強化してまいります。

さらに、中国広告市場の環境変化に対応し、デジタル事業推進

に向け新たな体制・基盤の整備を開始しました。

コンテンツビジネスにおいては、主力タイトルが堅調に推移し、

従来のキャラクター・マーチャンダイジングに加え、複数タイトル

のゲーム化ロイヤリティなどを見込んでおります。ADK単体はも

ちろん、ディーライツやゴンゾが有する豊富なタイトルを有効活

用し、収益の底上げ・多様化を図ってまいります。

第63期（2017年度）の見通しについて

第63期（2017年度）の連結業績見通しは、中長期的な広告

市況が底堅く推移すると予想されることから、平成29年2月14

日公表の連結業績予想からの変更はなく、売上高3,547億円（前

期比0.6%増）、営業利益62億3千万円（同11.9%増）、経常 

利益92億5千万円（同6.5%増）、親会社株主に帰属する当期純利益

55億8千万円（同134.8%増）としています。引き続き、メディア環境

や消費者行動の変化をとらえたソリューションの開発・提供を推し進め、

競争力・収益性を向上させて一層の業績拡大を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、当社グループ事業の持続的な

成長にご期待いただき、今後とも一層のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

※  コンシューマー・アクティべーション(CA):消費者にメッセージを伝えるだけではなく、
「消費者をどう動かすか＝消費者(コンシューマー)をアクティべートする」ことをゴー
ルに置く、統合型コミュニケーションの進化形。

基盤構築と構造改革を
継続しながら
クライアントに
最適なソリューションを
提供してまいります。

代表取締役社長・グループCEO

To Our Shareholders｜株主の皆様へ Financial Highlights｜決算ハイライト

3ヵ年業績推移 資産関連増減ポイント

連結決算の概況

決算期
第61期 第62期 第63期

第2四半期 通期 第2四半期 通期 第2四半期 通期（計画）

経営成績（百万円）

売上高 175,108 351,956 174,092 352,671 172,023 354,700

売上総利益 24,496 48,824 25,672 51,182 26,359 ̶

営業利益 2,936 4,901 3,857 5,569 3,710 6,230

営業利益率（%） 1.7 1.4 2.2 1.6 2.2 ̶

経常利益 5,157 8,590 5,555 8,688 5,803 9,250

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 3,155 5,362 1,010 2,376 4,296 5,580

総資産 228,313 235,205 193,059 227,260 210,034 ̶

純資産 123,607 125,488 99,957 113,225 108,033 ̶

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,864 10,192 6,011 11,637 1,985 ̶

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,046 5,046 828 △4,475 570 ̶

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,347 △23,803 △11,152 △11,912 △5,239 ̶

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 22,609 25,924 20,318 21,027 18,501 ̶

財務指標（%）

自己資本当期純利益率（ROE） ̶ 4.2 ̶ 2.0 ̶ ̶

自己資本比率 53.6 52.7 51.1 49.1 50.8 ̶

1株当たりデータ（円）

1株当たり四半期（当期）純利益（EPS） 75.34 127.72 24.22 56.96 103.77 134.79

1株当たり純資産額（BPS） 2,906.44 2,947.40 2,363.28 2,674.92 2,577.86 ̶

1株当たり配当金 （中間）10.00 （期末）238.00 （中間）10.00 （期末）90.00 （中間）10.00 ̶
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経常利益 （百万円） 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
 （百万円）

自己資本比率 （%）売上高 （百万円） 売上総利益 （百万円） 営業利益 （百万円）

株主還元方針
当社は、原則として１株当たり年間配当額の下限を20円として配当の長期安定性を図りながらも、
自己株式取得を含む年間総還元性向の目安を親会社株主に帰属する当期純利益の50％として年
間配当を実施することを方針としております。中間基準日配当は安定的に10円を原則とし、期末
基準日配当は下限の10円または年間総還元性向50％の目安を達成する金額のいずれか高い額
としております。 第63期

（第2四半期）

10
第62期第59期 第60期 第61期

131

10

561

10

238

90
10 10

141

571

248

100

（円）

資産合計 主に売上債権回収に伴う受取手形及び売掛金の減少、および時価下落に伴う投資有価証券の減少などにより、前期末に比べ

172億25百万円減少の2,100億34百万円となりました。

負債合計 主に支払手形及び買掛金の減少などにより、前期末に比べ120億33百万円減少の1,020億１百万円となりました。

純資産合計 1,080億33百万円となり、非支配株主持分および新株予約権を除いた自己資本比率は50.8％となりました。

第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期

中間配当金
期末配当金

第2四半期　 通期

通期連結業績の見込み

売上高

354,700百万円 （0.6%増）

経常利益

9,250百万円 （6.5%増）

営業利益

6,230百万円 （11.9%増）

親会社株主に帰属する当期純利益

5,580百万円（134.8%増）

1株当たり当期純利益

134.79円

区分別売上高構成比（単体）

（注）1. 広告市場の成熟化やメディア環境の多角化に伴い、当社は広告主に統合的ソリューションを提供しており、区分別
の売上高を厳密に分別することが困難な場合があります。従って、上記の区分別売上高は、 厳密に各区分の売上高
を反映していないことがあります。

2. コンテンツには、アニメコンテンツ、文化スポーツマーケティングなどが含まれます。
3. デジタルメディアには、インターネット、モバイル関連メディアなどが含まれます。
（WEBサイト制作・システム開発などデジタルソリューションは「マーケティング・プロモーション」に含まれます） 

4. OOH（アウト・オブ・ホーム）メディアには、交通広告、屋外広告、折込広告などが含まれます。  
5. マーケティング・プロモーションには、マーケティング、コミュニケーション・プランニング、プロモーション、 
イベント、PR、博覧会事業、デジタルソリューションなどが含まれます。 

雑誌広告 3.5%

その他 0.8%

 制作 11.1%

新聞広告 6.2%
 マーケティング・
 プロモーション 15.7%

テレビ広告 50.0%

うち、タイム 17.9%

うち、スポット 26.4%

うち、コンテンツ 5.8%

 OOHメディア広告 3.6%

 ラジオ広告 1.0%

 デジタルメディア広告 8.1%

売上高合計
154,615百万円
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第63期第２四半期の営業状況について

第63期第2四半期は、企業収益や消費に見られる国内経済の

改善傾向を背景に、広告業界も概ね堅調に推移しました。その中

で当社は、収益管理体制の強化を継続することで売上総利益率を

改善し、グループ全体の構造改革、グループ内製化の推進に注力

しました。結果として連結業績は、収益性の改善ならびに制作子

会社やデジタル子会社が堅調に推移したものの、マーケティング・

プロモーション、制作案件などの減少や販管費の増加、広告子会

社やコンテンツ子会社の弱含みにより国内全体で減益となりまし

た。海外全体では、アジア子会社の堅調な推移に加え、構造改革

を通じた中国圏子会社および欧米子会社の営業黒字転換により増

収増益となりました。

構造改革の進捗とコンテンツビジネスについて

当社は、具体的に消費者を動かし、クライアントのビジネス成

果に貢献する「コンシューマー・アクティベーション・カンパニー

（※）」への転換を目指す「VISION 2020」を掲げ、成長に向け

た基盤構築や収益力改善のために構造改革を進めております。

当第2四半期においては、グループ全体で人材の再配置や事業

ポートフォリオの最適化に努めるなど、基盤構築・構造改革を継

続しました。具体的には、期初の組織再編を通じて効率化・グ

ループ内製化を推進し、専門領域や主要テーマに対する提案力

を高めることで、今まで以上にクライアントへ効果的なソリュー

ションを提供できる体制を構築しました。また、デジタル、デー

タ関連の子会社設立・業務提携を進め、デジタルソリューション

のための人材登用・育成、他社との連携を強化してまいります。

さらに、中国広告市場の環境変化に対応し、デジタル事業推進

に向け新たな体制・基盤の整備を開始しました。

コンテンツビジネスにおいては、主力タイトルが堅調に推移し、

従来のキャラクター・マーチャンダイジングに加え、複数タイトル

のゲーム化ロイヤリティなどを見込んでおります。ADK単体はも

ちろん、ディーライツやゴンゾが有する豊富なタイトルを有効活

用し、収益の底上げ・多様化を図ってまいります。

第63期（2017年度）の見通しについて

第63期（2017年度）の連結業績見通しは、中長期的な広告

市況が底堅く推移すると予想されることから、平成29年2月14

日公表の連結業績予想からの変更はなく、売上高3,547億円（前

期比0.6%増）、営業利益62億3千万円（同11.9%増）、経常 

利益92億5千万円（同6.5%増）、親会社株主に帰属する当期純利益

55億8千万円（同134.8%増）としています。引き続き、メディア環境

や消費者行動の変化をとらえたソリューションの開発・提供を推し進め、

競争力・収益性を向上させて一層の業績拡大を目指してまいります。

株主の皆様におかれましては、当社グループ事業の持続的な

成長にご期待いただき、今後とも一層のご支援を賜りますようお

願い申し上げます。

※  コンシューマー・アクティべーション(CA):消費者にメッセージを伝えるだけではなく、
「消費者をどう動かすか＝消費者(コンシューマー)をアクティべートする」ことをゴー
ルに置く、統合型コミュニケーションの進化形。

基盤構築と構造改革を
継続しながら
クライアントに
最適なソリューションを
提供してまいります。

代表取締役社長・グループCEO

To Our Shareholders｜株主の皆様へ Financial Highlights｜決算ハイライト

3ヵ年業績推移 資産関連増減ポイント

連結決算の概況

決算期
第61期 第62期 第63期

第2四半期 通期 第2四半期 通期 第2四半期 通期（計画）

経営成績（百万円）

売上高 175,108 351,956 174,092 352,671 172,023 354,700

売上総利益 24,496 48,824 25,672 51,182 26,359 ̶

営業利益 2,936 4,901 3,857 5,569 3,710 6,230

営業利益率（%） 1.7 1.4 2.2 1.6 2.2 ̶

経常利益 5,157 8,590 5,555 8,688 5,803 9,250

親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益 3,155 5,362 1,010 2,376 4,296 5,580

総資産 228,313 235,205 193,059 227,260 210,034 ̶

純資産 123,607 125,488 99,957 113,225 108,033 ̶

営業活動によるキャッシュ・フロー 9,864 10,192 6,011 11,637 1,985 ̶

投資活動によるキャッシュ・フロー 1,046 5,046 828 △4,475 570 ̶

財務活動によるキャッシュ・フロー △23,347 △23,803 △11,152 △11,912 △5,239 ̶

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高 22,609 25,924 20,318 21,027 18,501 ̶

財務指標（%）

自己資本当期純利益率（ROE） ̶ 4.2 ̶ 2.0 ̶ ̶

自己資本比率 53.6 52.7 51.1 49.1 50.8 ̶

1株当たりデータ（円）

1株当たり四半期（当期）純利益（EPS） 75.34 127.72 24.22 56.96 103.77 134.79

1株当たり純資産額（BPS） 2,906.44 2,947.40 2,363.28 2,674.92 2,577.86 ̶

1株当たり配当金 （中間）10.00 （期末）238.00 （中間）10.00 （期末）90.00 （中間）10.00 ̶
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経常利益 （百万円） 親会社株主に帰属する四半期（当期）純利益
 （百万円）

自己資本比率 （%）売上高 （百万円） 売上総利益 （百万円） 営業利益 （百万円）

株主還元方針
当社は、原則として１株当たり年間配当額の下限を20円として配当の長期安定性を図りながらも、
自己株式取得を含む年間総還元性向の目安を親会社株主に帰属する当期純利益の50％として年
間配当を実施することを方針としております。中間基準日配当は安定的に10円を原則とし、期末
基準日配当は下限の10円または年間総還元性向50％の目安を達成する金額のいずれか高い額
としております。 第63期

（第2四半期）

10
第62期第59期 第60期 第61期

131

10

561

10

238

90
10 10

141

571

248

100

（円）

資産合計 主に売上債権回収に伴う受取手形及び売掛金の減少、および時価下落に伴う投資有価証券の減少などにより、前期末に比べ

172億25百万円減少の2,100億34百万円となりました。

負債合計 主に支払手形及び買掛金の減少などにより、前期末に比べ120億33百万円減少の1,020億１百万円となりました。

純資産合計 1,080億33百万円となり、非支配株主持分および新株予約権を除いた自己資本比率は50.8％となりました。

第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期第2四半期累計　 通期 第2四半期累計　 通期

中間配当金
期末配当金

第2四半期　 通期

通期連結業績の見込み

売上高

354,700百万円 （0.6%増）

経常利益

9,250百万円 （6.5%増）

営業利益

6,230百万円 （11.9%増）

親会社株主に帰属する当期純利益

5,580百万円（134.8%増）

1株当たり当期純利益

134.79円

区分別売上高構成比（単体）

（注）1. 広告市場の成熟化やメディア環境の多角化に伴い、当社は広告主に統合的ソリューションを提供しており、区分別
の売上高を厳密に分別することが困難な場合があります。従って、上記の区分別売上高は、 厳密に各区分の売上高
を反映していないことがあります。

2. コンテンツには、アニメコンテンツ、文化スポーツマーケティングなどが含まれます。
3. デジタルメディアには、インターネット、モバイル関連メディアなどが含まれます。
（WEBサイト制作・システム開発などデジタルソリューションは「マーケティング・プロモーション」に含まれます） 

4. OOH（アウト・オブ・ホーム）メディアには、交通広告、屋外広告、折込広告などが含まれます。  
5. マーケティング・プロモーションには、マーケティング、コミュニケーション・プランニング、プロモーション、 
イベント、PR、博覧会事業、デジタルソリューションなどが含まれます。 

雑誌広告 3.5%

その他 0.8%

 制作 11.1%

新聞広告 6.2%
 マーケティング・
 プロモーション 15.7%

テレビ広告 50.0%

うち、タイム 17.9%

うち、スポット 26.4%

うち、コンテンツ 5.8%

 OOHメディア広告 3.6%

 ラジオ広告 1.0%

 デジタルメディア広告 8.1%

売上高合計
154,615百万円
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会社の概要 株式の状況

大株主の状況

商号 株式会社アサツー ディ・ケイ
英文表記 ASATSU-DK INC.
略称 ADK
本店所在地 〒105-6312　

東京都港区虎ノ門一丁目23番1号
03-6830-3811（代表案内）

設立 昭和31年3月19日
資本金 375億8,136万6,100円
従業員数 1,903名（単体）
ウェブサイト http://www.adk.jp

発行可能株式総数 206,000,000株
発行済株式の総数 41,755,400株
株主総数 12,346名

株主名 持株数（千株）持株比率（％）

ダブリューピーピー インターナショナル ホールディング ビーヴイ 10,331 24.74

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE SILCHESTER INTERNATIONAL 
INVESTORS INTERNATIONAL VALUE EQUITY TRUST 3,118 7.47

ノーザン トラスト カンパニー エイブイエフシー リ ユーエス 
タックス エグゼンプテド ペンション ファンズ 1,852 4.44

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 1,237 2.96

ノーザン トラスト カンパニー（エイブイエフシー） アカウント ノン トリーティー 1,100 2.64

NORTHERN TRUST CO. (AVFC) RE IEDU UCITS CLIENTS 
NON LENDING 15 PCT TREATY ACCOUNT 1,068 2.56

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 1,048 2.51

ザ バンク オブ ニューヨーク メロン エスエー エヌブイ 10 886 2.12

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（退職給付信託口・三菱商事株式会社口） 765 1.83

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口5） 626 1.50

代表取締役社長・グループCEO 植野　伸一
取締役 専務執行役員 中井　規之
取締役 執行役員 植村　好貴
取締役 執行役員・CFO 石渡　義崇
取締役 スチュアート・ニーシュ
社外取締役・取締役会議長 木戸　英晶
社外取締役・監査等委員会委員長 木下　俊男
社外取締役・監査等委員 吉成　昌之
社外取締役・監査等委員 首藤　惠　

（注）発行済株式の総数には自己株式（366,121株）を含んでおります。

所有者別株式分布状況

取締役 

個人・その他　11,910名（16.07%）
その他国内法人　169名（3.91%）

金融商品取引業者　32名（0.93%）

自己名義 1名（0.88%）金融機関　39名（16.33%）

外国人　195名（61.88%）

日本
● 株式会社協和企画（東京都港区）
● 株式会社ADKインターナショナル（東京都港区）
● 株式会社ADKデジタル・コミュニケーションズ
（東京都港区）
● 株式会社ADKアーツ（東京都港区）
● 株式会社ADKダイアログ（東京都港区）
● 株式会社アクシバル（東京都港区）
● 株式会社アブソルートワン（東京都港区）
● 株式会社ゴンゾ（東京都杉並区）
● 株式会社エイケン（東京都荒川区）
● 株式会社ライトソング音楽出版（東京都港区）
● 株式会社ディーライツ（東京都港区）
● 株式会社中国物語（東京都港区）
● 株式会社DAサーチ＆リンク（東京都中央区）
● 株式会社ドリル（東京都渋谷区）
● 株式会社エイエスピー（東京都新宿区）

● 株式会社プレミア・クロスバリュー
（東京都千代田区）
ヨーロッパ
● エイディケイインサイツ（アムステルダム）
● アサツードイツ（フランクフルト）
米国
● エイディケイアメリカ（ニューヨーク）
● サンライツ（ニューヨーク）
アジア
● アサツー ディ・ケイホンコン（香港）
● ディケイアドバタイジング（香港）
● 旭通世紀（上海） 広告有限公司（上海）
● 上海旭通広告有限公司（上海）
● 旭通（上海） 展覧広告有限公司（上海）
● 北京IMMG国際文化伝媒有限公司（北京）
● 聯旭國際股 有限公司（台北）
● 太一廣告股 有限公司（台北）

● アサツー ディ・ケイシンガポール（シンガポール）
● スクープアドワールド（シンガポール）
● IMMGシンガポール（シンガポール）
● IMMGインドネシア（ジャカルタ）
● エイディケイタイホールディング（バンコク）
● アサツータイランド（バンコク）
● アズディック（バンコク）
● ダイイチキカクタイランド（バンコク）
● アサツー ディ・ケイマレーシア（クアラルンプール）
● ダイイチキカクマレーシア（クアラルンプール）
● アサツー ディ・ケイベトナム（ホーチミン）
● ディアイケイベトナム（ホーチミン）
● アサツー ディ・ケイコリア（ソウル）
● 広東広旭整合营销传播有限公司（広州）
● 北京東方三盟公共関係顧問有限公司（北京）
● 奥旭（上海）市場営鎖服務有限公司（上海）

連結対象会社の状況 ● 連結子会社　● 持分法適用会社　（注） 連結対象会社の内訳は、連結子会社が37社であり、持分法適用会社が7社であります。

事業年度 毎年1月1日から12月31日まで

定時株主総会 毎年3月

1単元の株式数 100株

剰余金配当の基準日 毎年6月30日および毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主総会の基準日 毎年12月31日
この他、必要があるときはあらかじめ公告して定めます。

株主名簿管理人 東京都千代田区神田錦町三丁目11番地
東京証券代行株式会社
なお、お取次は三井住友信託銀行株式会社全国本支店（コンサル
ティングオフィス・コンサルプラザを除く。）にて行っております。

同連絡先 〒168-8522 東京都杉並区和泉二丁目8番4号
東京証券代行株式会社　事務センター　 0120-49-7009

公告方法 電子公告（http://www.adk.jp）
ただし、電子公告によることができない場合は、日本経済新聞に掲
載して行います。

株式に関する
手続きのご案内

①ご住所等、各種株主様情報の変更に関する届出
②配当金の受取方法のご指定
③単元未満株式の買取・買増請求
①～③のお手続きに関しましては、当社株式を証券会社に開設さ
れた口座にてご保有の株主様は、当該証券会社へお問い合わせく
ださい。なお、証券会社に当社株式についての口座がないため特
別口座が開設された株主様は、左記株主名簿管理人へお問い合わ
せください。

④未払い配当金のお支払
④のお手続きに関しましては、左記株主名簿管理人へお問い合わ
せください。

株主メモ

　創立60周年を記念し、当社社員が広告会社ならではのスキルを活かし、社会の「課題」や日常生活の中の「悩み」に対するアイデアやソリュー

ションを提供するプロボノ企画「ブレーンタル」を期間限定で開始いたしました。ウェブサイトを通じて「課題」や「悩み」を募集し、当社の「ブ

レーン」がお役に立てると判断した支援先５件を選出。その後、8名前後のプロジェクトメンバーが依頼主の方とのディスカッションを経て企画

を練りあげ、今年3月より順次、実施しております。その一部をご紹介します。

　銭湯で地域コミュニティの活性化を目指すプロジェ
クト。上野・稲荷町にある銭湯・日の出湯を地域の新
たな学びの場として捉え、お風呂の中で授業を行う
新発想のイベント『はだかの学校』を3月27日に開校。
「誰でも先生、誰でも生徒」を合言葉に、地域住民を
中心に、老若男女を問わず広く参加できる場をつくり
ました。授業内容は落語や囲碁など地域文化や銭湯
にゆかりのあるもので、地域の活性化につながること
を目指します。

　国立成育医療研究センターの「次世代を守り、未
来をつなぐ」医療を支援するプロジェクト。高校卒業
を機に使わなくなってしまう学校指定のコートや制
服、バッグ、参考書など学用品を寄贈いただき、専
属の事業者によって換金されたお金を国立成育医療
研究センターへ寄付するシステムを構築しました。高
校卒業を「こどもから大人になる」人生の分岐点と考
え、これからの社会を担う次世代ができることの可能
性を提示すると同時に、社会参加への第一歩につな
げる施策です。

　カンボジアの最貧困地域の女性たちの自立につな
がるシルクストールのブランド「メコンブルー」の認
知拡大と販売促進を目指すプロジェクト。新社会人
が初任給をもらうことで「親からの自立」を実感する
というインサイトに着目し、初任給ギフト向けの特別
パッケージ『子育て卒業証書』を開発しました。「収
入を得て自立する」というカンボジアの女性と新社会
人に共通する価値を見出し、世の中に拡めるための
アイデアを開発した企画。

　東日本大震災復興支援として、震災直後から現地の様子を撮影し続けている佐藤信一さんの写

真集『南三陸からvol.5 　2011.3.11～2017.3.3』を刊行しました。

　Vol.5は、「震災から6年を経て、変わる街並みと変わらぬ思い」をメッセージに、震災当日から、

津波で大きな被害を受けた「南三陸さんさん商店街」が仮設での営業期間を経て新たにオープンし

た日までの街と人 の々変化をお伝えする総集編です。

　写真集1冊につき300円が南三陸町復興のための寄付となります。本シリーズのVol.１から４ま

での販売による、現在までの寄付金額は10,600,000円となっております。（2017年3月末日時点）

ADKのCSRの取り組み

ADK  60周年記念CSR/CSVプロジェクト

社会の課題を解決する
「ブレーンタル」プロジェクト続々始動

銭湯で地域コミュニティを活性化
はだかの学校

次世代を守る医療を支援
卒業寄付＃グラドネ

初任給でカンボジア女性の自立支援
子育て卒業証書

東日本大震災復興支援

写真集「南三陸から」、記念すべきVol.5発行

はだかの学校
http://www.sento-manabi.com/

卒業寄付
http://www.ncchd.go.jp/donation/graduate.html

CASE1
上野・日の出湯

CASE2
国立成育医療研究センター

CASE3
NPO法人ポレポレ

子育て卒業証書
http://www.mekongblue.jp/project/

ADKのIRサイトでは過去の決算情報、IRカレンダー、本冊子のPDF版など多様なコンテンツを掲載し
ております。また、メール配信サービスにご登録いただくことで最新のIRニュースを配信いたします。 ADK IR www.adk.jp/ir/GO

ADK News Digest
ADKニュースダイジェスト
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平成29年1月1日～平成29年6月30日

　2016年クリエイター・オブ・ザ・イヤー賞のメダリストに、

三井明子と渋谷三紀の2名の女性クリエイターが選ばれまし

た。一般社団法人 日本広告業協会（JAAA）主催による

2016年クリエイター･オブ･ザ･イヤー賞は、同協会会員社

の中で2016年に最も優れたクリエイティブワークを行ったク

リエイター個人を表彰するものです。

　今回メダリストとなりました三井明子は、「宝島社」のベッ

キーを起用した企業広告「あたらしい服を、さがそう。」などの、

渋谷三紀は、国内外で多数受賞しました「早稲田アカデミー」

のブランドムービー・シリーズなどの制作を手掛けました。

　JAAA主催による第46回「懸賞論文」の「私の

言いたいこと＜一般部門＞」において、当社社員で

ある山本洋平の「HMOT時代に立ち向かう」と鵜

川将成の「ダブルスクリーン時代のコンテの1コマ目」

の2作品が入選しました。

　同賞は、協会会員社内における実務に根ざした主

張や提言を広告業界に反映させるという趣旨で昭和

46年に第1回の募集が開始され、今年度で46回を

数えます。

2016年クリエイター･オブ･ザ･イヤー賞でADKの女性クリエイター2名がメダリストを受賞

JAAA主催
第46回「懸賞論文」で2作品が入選

　平成29年春の叙勲において、当社の元代表取締役社長である長沼孝一郎氏

が『旭日中綬章』を受章しました。『旭日中綬章』は、「経済社会の発展に対する

寄与が特に大きい企業において経営の最高責任

者として顕著な功績を挙げたもの」に贈られます。

長沼氏は、当社の代表取締役社長として約８年半

にわたり、会社業績の拡大に尽力し、日本広告業

協会の副理事長として就任以降、運営委員会委

員長や財務委員会委員長として、同協会運営を通

じて広告業界の発展に尽くしてきました。こうした

功績が評価されての受章となりました。

当社元代表取締役社長の長沼孝一郎氏が
平成29年春の叙勲において『旭日中綬章』を受章

三井明子 渋谷三紀
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